第5章　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田添　正寿　　

第1節 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1　趣旨　　　内部取引に関する扱い
　連結親会社、子会社間における内部取引については、加入時における取引と同様に加入後における扱いについて様々な問題が生じる。例えば、通常の外部取引で考えた場合Ａ社からＢ社へある資産を原価500万円のものを800万円で売却した場合、単純にＡ社にとって300万円の利益となり課税の対象となる。しかしながら、グループを一体とみなして課税しようとする連結納税制度のもとではこの取引自体租税回避手段となりうるのである。すなわち、連結納税制度において子会社の連結加入前に生じた欠損金の引継ぎは原則として認められていない。ただし、連結後子会社における利益については加入以前に発生した欠損金を控除することができる。このことから、上記の例においてＢ社を親会社かつ利益計上会社とし、Ａ社を子会社かつ加入前の欠損金がある会社としてみた場合、Ｂ社からＡ社へ利益の移転を行い、課税を逃れることが可能となることになるのである。これは、単純な例であるが、このように内部取引についてなんらかの制限等を加えておく必要がある。その規制の手段については、後に詳しく説明することとする。

　一方で、連結グループ内における内部取引の消去に関しては、企業側にとっての利点もあるといえる。すなわち、100％株式保有関係にある親子会社間であっても、連結納税を採用しない場合、お互いの取引についても譲渡益課税が当然になされてしまう為、税負担が重くなるという問題がある。この問題について連結納税を導入した場合には、グループ間の資産等の移転について課税の負担もなく行うことが可能となるのである。

　第１章において詳述した通り、連結納税制度の基本的考え方には、イギリス・ドイツにみられるような損益振替型とフランス・アメリカ型にみられるような連結納税型の二通りがある。損益振替型であれば、全ての内部取引振替がなされることになるので、上述した例のような租税回避行為がなされることはない。今回の税制改正によるわが国の連結納税制度は、後者の連結納税型を採用する。従って、会社単位ごとに計算した課税所得をもとに連結納税申告書を作成することになる為、内部取引については課税計算において考慮されることとなる。従って、連結納税制度においては、課税単位を同一とする連結グループ内部の取引によって生じた損益は未実現の利益である為、繰延べる必要がある。損益の計算上繰延べられた取引については、連結所得の計算上も消去されることになる。

2　制度の内容

平成14年度税制改正における政府税制調査会の考え方によると、連結グループ内の法人間の取引については、「1.連結グループ内の法人間の資産等についても、時価により行うものとする。2.連結グループ内の法人間で資産（固定資産、土地等、金銭債権、有価証券（売買目的有価証券を除く）又は繰延資産（これらの資産のうちその含み損益が資本等の金額の2分の1又は帳簿価額1,000万円のいずれか少ない金額に満たないものを除く）の移転を行ったことにより生ずる譲渡損益は、その資産の連結グループ外への移転の時に、その移転を行った法人において計上する。」と規定している。

　この考え方は、連結グループ内における内部取引はあくまで、同一の経済主体からなる取引であること、また、租税回避行為を防止するといった趣旨からかんがみれば、全ての取引について繰延べ措置をすべきである。しかしながら、事務負担の軽減化等を考慮して一定の制限を設けるかたちに落ち着いたものといえる。内部取引に関してこの規定を設けた問題点について以下検討してみることとする。

3.問題点　

（1） 内部取引の繰延べ方法

政府税調における繰延べ方法は、売り手側法人において繰延べる措置をとっている。ここで、繰延べ方法について考えてみることとする。繰延べ方法には、二通り考えられる。ひとつは、売り手の側で調整する方法、もうひとつは買い手の側で調整する方法である。

前者は、売り手側法人が、内部利益を含む通常の販売価額で資産等を受取側法人に販売し、その内部利益は、受取側法人が当該資産を連結外部に販売して利益を実現するまでの間、未実現利益として課税の繰延べを行う方法である。

この方法の利点として、一連の取引における利益の帰属が通常の取引形態と相違ないということである。つまり、売り手側の利益については内部取引という意味から、取引時には課税しないということから原則的な考え方である。しかしながら、この方法の欠点としては、売り手側において課税繰延べという管理上複雑な処理が生じることとなる。

この方法を、一例を使ってあらわすと以下のようになる。

例　　親会社A社　　　子会社B社

　　　A社が取得価額4,000万円の有価証券をB社に5,000万円で売却

　　　B社は、後に外部へ4,500万円で売却

　ａ，Ａ社の取得時

　　　　　有価証券 4,000万円　　　現金　　       4,000万円

　ｂ，A社の売却時　

現金　　 5,000万円　　　有価証券　     4,000万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

有価証券売却益　1,000万円

　ｃ，B社の取得時

　　　　　有価証券　5, 000万円　　現金　　5,000万円

　ｄ，A社の決算時

　　　　　連結所得否認額　　　    1,000万円（減算）

　ｅ，B社の売却時

　　　　　現金          4,500万円　有価証券　     5,000万円　

　　　　  有価証券売却損  500万円　

ｆ，Ａ社の決算時

　　　　　連結所得減算額　　　　  1,000万円（加算）　　

　この方法は、実際に外部へ資産を移動するまでの間、売り手側において備忘記録として残しておくことにより、会計処理方法に手間はかからないものと思われる。

　一方、後者については、売り手側法人が、内部利益を含まない簿価で資産等を受取側法人に販売し、受取側法人が、連結外部に当該資産を販売したときに、その利益を受取側法人に帰属させる方式である。この方法の利点は、会計処理上、簿価により取引を行う為、簡便なことである。また、欠点としてあげられるのが、売り手側法人に本来ならば帰属すべき利益の額が、受取側法人に発生することになり、利益の帰属が不合理な結果となり、連結グループ法人に対する税額配分にも影響することとなることである。

この方法についても一例を使ってあらわすと以下のようになる。

　　　　親会社A社　　　子会社B社

　A社が取得価額4,000万円の有価証券をB社に5,000万円で売却

　　B社は、後に外部へ4,500万円で売却

　　ａ，Ａ社の取得時

　　　　　有価証券　4,000万円　　現金　　    　4,000万円

　　ｂ，A社の売却時　

　　　　　現金　　　4,000万円　　有価証券　    4,000万円

　　ｃ，B社の取得時

　　　　　有価証券　4,000万円　　現金　    　　4,000万円

　　ｄ，A社の決算時

　　　　　　　処理なし

　　ｅ，B社の売却時

　　　　　現金　     4,500万円　有価証券　     4,000万円

有価証券売却益　500万円

　　ｆ，Ａ社の決算時

　　　　　　　処理なし　　

　この方法を採用することによれば、簡便な方法であることからすべての取引において内部取引の消去が可能になるといえる。1）

　はたして、日本型連結納税においてなぜ、売り手側における調整制度を選択したのかについて考えてみたい。まず、この点について諸外国の例をみると、アメリカにおいては売り手側繰延べの方式をとっているが、日本型のように限定的な規定はなく原則としてすべての取引について行う。ただし、例外的に税務当局の承認のもとで内部取引の損益の調整をしないという選択が認められているが、その場合においても連結グループ内での株式、債権の売買にかかわる損益については調整することが強制されている。また、アメリカの規定においては連結グループ内取引を次のように分類している。

①　提供側法人が、損益の認識にかかわらず、財産（交換及び拠出等その他の取引を含む）を受取側法人に販売すること。

②　提供側法人による受取側法人に対する役務提供により、受取側法人は、その役務提供に対する対価の支払又は支払債務の発生。

③　提供側法人による受取側法人に対する技術等に係る使用許諾、資産の賃貸又は金銭の貸付けにより、受取側法人はその役務提供に対する対価の支払又は支払債務の発生。

④　受取側法人所有の株式に対する提供側法人からの配当。」

「なお、アメリカでは連結グループ内取引について移転価格税制が適用される為、連結グループ内企業間取引については、個別申告の場合と同様に、第三者間取引価格を基準として譲渡損益を認識した上で、売り手側に帰属させることが原則である。」（2

フランスにおいては、買い手側繰り延べの方式をとっている。従って、連結グループ内の取引については、簿価による譲渡を認めている為、外部に譲渡するときまで損益は計上されず、外部に譲渡されたときに買い手側に損益が計上されるという買い手側による方法をとっている。ただし、内部取引の調整をする際に、固定資産は調整を強制されるが、棚卸資産は計算が複雑になることやグループ内での滞留期間が比較的短いこと等を理由として、調整されないので通常の課税が行われる。しかしながら税務上、棚卸資産については、簿価譲渡が認められているので結果として課税されない。このように、損益の繰り延べの対象となる取引については、固定資産の譲渡、寄付金、内部取引に関する引当金、配当、取締役報酬のみに限定されている。（3

以上、わが国と同じ連結納税型を採用しているアメリカ・フランスの例をみたが、両者はそれぞれ売り手側損益繰延べ方式、買い手側損益繰延べ方式をとっている。日本の規定は、アメリカと同じように売り手側損益繰延べ制度を採用しつつも、フランスのように限定的な強制規定となっている。これはある意味折衷案であるが、それぞれの利点を加味している。まず、売り手側損益繰延べ方式の採用であるが、アメリカにおいては1966年以前会計処理の利便性等から買い手側損益繰延べ方式を採用していた。しかしながらこの方式によって、Ｂｅｃｋ　Ｂｕｉｌｄｅｒ社事件といわれる取引が発生し、租税回避行為の可能性への対応から売り手側損益繰延べ方式へ転換せざるを得ない情勢となったのである。

Ｂｅｃｋ　Ｂｕｉｌｄｅｒ社事件の骨子は次の通りである。「親会社Ｐは連結子会社に対して通常の対価により建物建設を請負った。Ｓ社は借入金によりその建設対価を親会社に支払ったが、簿価引継方式により連結所得計算上Ｐの請負対価はゼロ（内部利益消去）とされ、S社の取得建物の税務簿価もP社の原価を引継いだ。S社からP社に対する請負対価（通常対価）の支払がP社に対する利益分配にあたるという証拠もなかったので、P社の収益に対する課税はなされなかった。その直後にP社はS株式を簿価（設立時の払込価額）で、第三者に売却したが、その売却時におけるS社の建物簿価は親会社の所有する子会社株式の簿価と時価のいずれにも関係ない金額になっていた。S株式の購入者は直ちにS社を清算し、当該建物に新しい簿価を付した。そこで、歳入庁は、個別通達を定めて、子会社が当該建物を所有している間に親会社がその子会社株式をグループ外部に売却した場合には、既往に消去した内部利益は通常所得として親会社に計上されるべきであるとし、簿価引継方式の抜け穴を塞ごうとした。同時に通達では、その子会社株式売却時に親会社所得に算入される内部利益に相当する額だけ子会社建物の税務簿価が増額されるべきものとした。しかし、この通達に基づく主張は、Ｂｅｃｋ　Ｂｕｉｌｄｅｒ社事件及び類似のＵｎｉｔｅｄ　Ｃｏｎｔｒａｃｔｏｒｓ社事件において、敗訴し、将来に向けての連結納税の修正を迫られることになった。」（4

4.内部取引調整を任意とすべきか強制とすべきか

　政府税制調査会による規定上、内部取引に関する損益の繰延は強制適用とされている。内部取引規定を設けた第一の趣旨は、租税回避行為の防止であることから強制であることは当然といえる。しかしながら、この事務負担は子会社の数が多ければ多いほど、処理が複雑となる。このことから任意とすべき考え方はある。アメリカにおいては、歳入庁の承認を得ることにより内部取引調整をしない場合もありうる。一方フランスにおいては、内部取引調整は強制となっている。仮に国税庁の承認を受けた場合には任意とする規定を設けたとしたら、われわれ実務家からすると当然に任意規定を選択することが予想される。なぜなら、連結納税の中枢をなす内部取引調整による事務負担の軽減化及び企業間取引による節税策（任意規定となったならば必ずしも租税回避とはいえないであろう）を講じることができるようになることは間違いないからである。しかしながら、連結納税導入に慎重であった政府税調側は、承認を前提とした任意規定を設けることにより租税回避行為を恐れてか、強制適用としている。しかしながら、納税者側はもちろん、徴収側も含め事務負担の複雑化を考慮し、一定の範囲を限定する措置をとっている。この規定に関する強制適用ならびに一定のものに限定した規定は妥当といえるであろう。

　5.内部取引調整の適用範囲について

　さて、一定のものと限定した規定についてであるが、はたして“固定資産、土地等、金銭債権、有価証券（売買目的有価証券を除く）又は繰延資産（これらの資産のうちその含み損益が資本等の金額の２分の１又は帳簿価額1,000万円のいずれか少ない金額に満たないものを除く）の移転を行ったことにより生ずる譲渡損益”とした範囲が妥当であるか検討してみることとする。連結グループ内の主な内部取引として考えられるものが以下の点である。

（1） 棚卸資産の売上

（2）　　　　金銭の貸付

（3） 資産の賃貸借

（4） 連結グループ内からの受取配当金

（5） グループ内での寄付金

（6） グループ内での資産の譲渡、取得

（7） グループ内の貸付金や債権などにかかわる貸倒引当金の設定

（8） グループ内での資産の譲渡に関して圧縮記帳を適用する場合

まず、（１）の棚卸資産に関してであるが、棚卸資産は、複雑な取引による場合には把握が容易でないこと、また回転期間が比較的短いことから早くに損益が実現する為、内部損益の調整からは除外されている。これが、フランスにおいても同じ措置がされており妥当な規定といえるであろう。

　（2）、（3）の取引に関しては、とりわけ重要な位置を占めるものでもない為、強制適用の範疇から除外されている。（4）の受取配当金の扱いについては、グループ外の取引であれば、50％益金不算入であるが、連結グループ内における受取配当金については法人税法上すでに課税されたものに対する収益であるので、二重課税の防止の見地から全額益金不算入との取扱いとなることが規定されている。　

（5）の寄付金の問題については、適正な課税を確保し租税回避を防止する為に、連結グループ内の法人間の寄付金については、その全額を損金不算入とすると規定されており、内部取引のうち寄付金に関してのみ損益繰延という方法をとらずに、全額損金不算入とされている。詳細については別項に譲ることとする。

（6）は規定において固定資産、金銭債権等限定列挙されており、内部取引は強制適用である。しかしながら、ここに金額要件がある。1,000万円未満のものを除くとされている。これは、少額な取引についてまで考慮しないとのことで、事務負担の軽減化を図る意味で置かれた規定である。はたして、資本等の金額の２分の1又は1,000万円のうちいずれか少ない金額に満たないものを除くとした金額についての根拠はどこにあるのであろうか？

資本等の金額の2分の1　>　1,000万円

となる、境は資本金2,000万円（資本等の金額を資本金に限定した場合）以上である。連結納税制度は、大企業を想定したものであるが、まず1,000万円の採用となろう。今回の討論会においては、中小企業に関与する税理士を対象とするものである為、中小企業の場合を考えてみたい。最低資本金が1,000万円である株式会社について考えてみると、資本金の2分の1は、500万円である。つまり500万円未満の取引に関しては、譲渡損益の繰延は強制されないことになる。資本金1,000万円同士の親子間であれば、一取引につき、500万円の譲渡損益となれば多額なものといえる。たとえば、原価3、000万円の資産を3,499万円で子会社に売却して、499万円の譲渡益を得た場合、この利益について内部利益調整はされず課税の対象となる。中小企業における繰越欠損金を利用した節税は容易に行うことができることになる。確かに故意に欠損金を利用した税逃れとされた場合には租税回避行為と認定される可能性もないわけではないが、合法的な節税は可能といえるのではないかと思われる。確かに連結納税制度を利用できる中小企業は限られたものとなろうが、資本金等の金額の2分の1又は、1,000万円未満という規定は租税回避行為の防止を配慮した規定とまではいいきれないようである。今後、中小企業に関与する税理士が連結納税を活用したタックスプランニングにおいて重要な位置を占める規定ともいえるのではないだろうか。　

（7）の貸倒引当金の内部取引に関しては、個別制度の扱いの中で以下のような規定が置かれている。「連結グループ内の法人間の金銭債権は、貸倒引当金の繰入限度額の計算の対象となる金銭債権から除くとともに、一括評価金銭債権にかかる貸倒れ実績率の計算からも除く。」これは、グループ内の債権債務は内部取引で生じたものであるから相殺されるのは当然といえよう。従って、課税上この規定に関して問題となることはないと思われる。詳細については別項に譲ることとする。

（8）の圧縮記帳の内部取引に関する扱いについても以下のような規定が置かれている。「連結グループ内の法人に対して資産の譲渡を行い、これに圧縮記帳を適用し、圧縮損を控除した譲渡益の残額について連結グループ内の法人間の取引に係る取扱いを適用する。とされており、連結グループ内の資産の譲渡について、まず内部取引の調整が行われるのかあるいは、圧縮記帳をまず行いその後、内部取引の調整が行われるのかという問題がある。この点に関しては、理論的に考えると、連結グループ内での資産の譲渡取引について圧縮記帳を行う場合は、まず発生した譲渡損益の繰延を行う為、その時点では圧縮記帳を行うことはできず、その後、その資産が連結グループ外の法人に譲渡されて譲渡益が計上された時点ではじめて圧縮記帳を行うことになる。しかしながら、この方法をとると連結グループ外に資産を譲渡するまでの長期間にわたって圧縮記帳を行う為の管理を行わなければならず、事務負担が大きいことが考えられる。そこで、事務負担を考慮し、連結グループ内の法人に譲渡した時点で圧縮記帳を行い、その残額について譲渡損益の繰延べを行うという方法がとられることとなった。理論よりも計算の簡便性を重視したものといえる。詳細については別項に譲ることとする。（5

以上みてきたように、内部取引の調整の対象とされる資産については、連結納税における重要度は高いとはいえ、事務負担の軽減化を配慮しかなり限定的な扱いとされている。この規定が妥当かどうかは疑問である。アメリカの売り手側損益繰延方法を採用しながらも、フランスにみられるような一定の資産に限定した方法は、連結納税制度導入後租税回避の問題、当局の連結グループ内における適正処理の把握が可能かどうか等いろいろな問題を含んでいるといえるであろう。

6  減価償却資産の譲渡について

売り手側法人においても、買い手側法人においてもともに事業用の資産として使用し減価償却の対象とする場合

ひとつの例をあげて検証することとする

売り手側法人（Ａ社）から買い手側法人（Ｂ社）減価償却資産を譲渡する。Ａ社は、第一期期首において取得した資産、取得価額10,000千円（耐用年数10年、定額法、残存価額10％、毎期償却額900千円）を2年間使用後、第3期期首においてＢ社に12,000千円（時価）にて譲渡する（償却後、時価が取得価額より上昇することは現実的ではないが、例題として利益があった場合を考慮する為の設定である）Ａ社が当該資産を譲渡したときの資産の簿価は、8,200千円であることから、Ａ社の内部取引における利益は、3,800千円である。Ｂ社は、当該資産（耐用年数10年、定額法、中古資産を取得した場合の耐用年数計算は考慮しない）を第3期において1,080千円を計上する。

このケースについて検証してみると、政府税調の規定により内部利益の1,000万円の基準を超えている為、3,800千円は繰延の措置を行うこととなる。一方、Ａ社が資産の譲渡を行わなければ、第3期において通常の減価償却費として900千円を計上するはずである。しかしながら、Ｂ社において、1,080千円の計上がなされ、その差180千円が同一グループ内でありながら生じてしまうこととなる。もし、Ａ社の利益は繰延、Ｂ社の減価償却費はその期に計上となれば、租税回避行為が安易に行われることとなってしまう。平成14年12月14日の税制改正大綱によれば、グループ法人内の資産の移転を行ったことにより生じる譲渡損益は、その資産の連結グループ外への移転等のときに、その移転を行った法人において計上するとしている。つまり、減価償却資産についても、グループ外への譲渡に収益を計上することによる措置でよいのかという疑問が生じる。規定上の移転等という文言の“等”においてこの場合の処理方法が明確化されていくものと思われる。すなわち、Ｂ社において計上した180千円の差額について、当然に第3期においてＡ社で収益として認識すべきものとなるはずである。しかしながら、各親子会社間でこのような減価償却対象資産が譲渡され、同じような事案が数多く発生した場合の事務処理は多大なものとなる。このような事務処理の複雑化を防ぐ為、規定において、簡便法により計上することも認めている。ただし、簡便法の内容については明らかとされていない。6）

7  連結財務諸表における内部処理との違い

次に、内部取引に関して連結財務諸表による方法を検証してみることとする。

（1） 連結財務諸表の内部取引処理

わが国の企業会計審議会「連結財務諸表原則」は、内部取引消去について次のように定めている。（連結財表原則第四、第五）

①連結貸借対照表

連結貸借対照表は、親会社及び子会社の個別貸借対照表における資産、負債及び資本の金額を基礎とし、連結会社相互間の投資勘定と資本勘定及び債権と債務を相殺消去して作成する。この場合において、ⅰ.親会社の子会社投資勘定とこれに対応する子会社の資本勘定に占める親会社持分額との差額は、原則として連結調整勘定として表示し、均等償却する。ⅱ.子会社の資本勘定のうち親会社の持分に属しない部分は、少数株主持分とする。ⅲ.連結会社相互間の債権と債務は、連結計算上相殺消去する。

2 連結損益計算書

　連結損益計算書は、親会社及び子会社の個別損益計算書における収益、費用等の金額を基礎とし、連結会社相互間の取引高及び未実現損益を消去して、当期純利益を表示する。この場合において、ⅰ.親会社と子会社の間及び子会社相互間における商品の売買その他の取引に係る項目は、連結決算書上消去する。ⅱ.連結会社相互間の取引によって取得した棚卸資産、固定資産その他の資産に含まれる未実現利益は消去する。

（2）連結納税制度との違い

　連結納税制度における内部取引の範囲は、連結グループ間において生じた譲渡損益に対する課税を外部取引として実現するまで繰延べることを目的としている。一方の連結財務諸表の目的は、投資家に対する情報開示である。従って、連結財務諸表において重視される連結調整勘定等の問題についても連結納税制度においては、無視されることとなる。そして、課税所得、税額計算にかかわらない相互の債権債務、投資と資本等については相殺計算もする必要はないのである。同一期間内に同額が売手側・買手側において計上される損益を相殺する実益もないこととなる。こういったことから、連結納税制度における内部取引の範囲は、連結財務諸表の内部取引よりも狭く捉えられている。7）

　以上のことより、連結財務諸表は投資家に対する情報開示を目的としており、一方連結納税制度は同一グループ内における申告納税を目的としているのである。日本の連結納税制度は、損益振替型ではなく連結納税型を採用していることから、内部取引については連結財務諸表のような会計上の処理は一切行わないことになるのである。あくまで、調整は連結納税申告書上において、繰延べや損益の実現処理が行われることとなるのである。

8. 税理士に与える影響

３.における問題点でみてきたように、連結納税における内部取引に関する処理は複雑

である。現段階においては、税制改正大綱において一定の資産等についての譲渡損益の繰延べ処理を行うこと及び簡便法により処理することができることのみ規定されているだけで、具体的な処理方法については今後の政令、通達によるものと思われる。

　今後のわれわれへの影響として考えられる点として、第一に個別申告から連結納税申告へ移行したことによる税務上の調整処理がより一層複雑化していく為に、より多くのリスクが生じる可能性が高くなることである。たとえば、繰延べるべき内部取引により生じた収益について、繰延べ処理を税務上失念してしまった場合には多額の税額差が生じることになり、損害賠償責任を問われることにもなりかねない。また、第二点目として繰延べ処理を行ったにもかかわらず、資産が外部に移転した際に繰延べた譲渡損益を実現することを失念したことによる損害賠償請求も同様に考えられる。そして、第三点目として、内部取引方法如何によって、たとえば資産の移転1取引につき1,000万円未満の譲渡損益については繰延べの必要がないことから、同一時期において、数回にわたって1,000万円未満の取引を行った場合のように節税と認識しつつも租税回避行為とみなされるリスクがある。すなわち、今回の税制改正大綱において租税回避行為の防止として、「連結納税制度に関しては、多様な租税回避行為が想定されることから、包括的な租税回避行為を防止する為の規定を創設する。」とされており、いわば同族会社の行為計算否認規定のように、過度に税額の負担を減少させるような行為について、この規定においての課税庁の取締りが行われるものと思われる。この規定に対するわれわれ税理士の対応も重要になってくるのではないだろうか。従来の個別申告にはなかったようなような取引形態も想定される為、従来のような通達や判例にたよった判断も難しくなってくると思われる。この点は、加入、離脱時における留意点と同じように、内部取引についても最善の注意を払う必要があるといえるのではないだろうか。

1）連結納税申告（わが国の導入に向けて）矢内一好、柳裕治著・ぎょうせい（P63―67）

2）日米対比連結納税のポイント・右山昌一郎編集、岡崎和雄・望月光男共著・ぎょうせい（Ｐ28）

3）連結納税制度の要点解説・緑川正博著・清文社（Ｐ12）

4）企業集団税制の研究・井上久彌著・中

央経済社（P86―87）

5）よくわかる連結納税・山田暁著・同文館（P95－101）

6）連結納税申告（わが国の導入に向けて）矢内一好、柳裕治著・ぎょうせい（P68―69）

7）企業集団税制の研究・井上久彌著・中

央経済社（P82―83）

第6節　　減価償却に関する取扱い

1　趣旨・目的

法人税法において減価償却費は、各法人が確定決算において損金経理によって償却費

を計上することが前提となっている。従来の個別的制度を前提とした法人税法において、連結納税制度のもとでの減価償却費の取扱いはどのように行っていくのであろうか？

　また、連結納税グループ内における減価償却費の計上方法について統一性を持つ必要があるのだろうか？

2. 制度の内容

　法人税法31条において、法人の各事業年度の所得の計算上、損金の額に算入される減価償却資産の償却費は、法人が「償却費として損金経理した金額のうち、その法人が選定した償却方法にもとづいて計算される「償却限度額」に達するまでの金額である。と規定している。すなわち、減価償却費の損金算入要件として、①法人が損金経理した金額であること。②損金経理した金額のうち法人が選定した償却方法によって計算した償却限度額に達する金額であること、である。今回の連結納税に関する税制改正大綱においてはこの考え方を前提として、「減価償却費については連結グループ内の各法人の個別計算による。」と規定されているのみである。従って、計算方法や内部取引における減価償却費の簡便法等各取扱いについては条文によるものと思われる。

　3.　問題点

（1） グループ内取引における減価償却費の取扱い

　連結グループ内において、減価償却資産の譲渡が行われた場合について、売り手側の帳簿価額と買い手側が取得した時価＝取得価額との差額の取扱いである。このケースについては、第5章の「内部取引に関する扱い」のP.7において、売り手側、買い手側ともに事業の用に供している場合として例示しているので、参照していただきたい。つまり、帳簿価額と時価との差額に関して当然に毎期調整していかなければならない。この調整については、多大な事務負担を生じることとなる。従って、簡便法によることもできる旨明記されているが、方法については現段階において不明である。

　（2）グループ内における減価償却方法の統一について

　次に、連結グループ内において減価償却方法に違いが生じている場合について考えてみたい。連結納税制度においては、グループ内における会計基準の採用について統一化することを強制していない。従って、ある資産について親会社は定率法、子会社は定額法を採用しているといったケースも十分に考えられる。たとえば、機械装置について親会社が定額法、子会社が定率法を採用している場合について考えてみたい。親会社が事業の用に供していた機械装置を取得価額100,000千円（耐用年数20年、定額法償却率0.050）、1年目償却費4,500千円、2年目償却費4,500千円（2年目期末帳簿価額９1,000千円）の資産を、子会社に3年目期首に９1,000千円で譲渡した。子会社は3年目において減価償却費（耐用年数20年、定率法償却率0.109）を計上する。この場合の償却額は、9,919千円である。この結果、親会社で償却を行った場合との差額が5,419千円生じることとなる。連結グループ内における譲渡価額が91,000千円である為、内部取引に伴う譲渡損益の繰延べの必要性はない。しかしながら、償却方法の違いによる損金算入限度額の違いが明らかに生じてしまう。もしこの取引を容認するならば、償却を早く行う節税手段として活用することができる。しかしながら、連結納税制度における租税回避行為を防ぐ為、この問題についてもなんらかの措置はとることが予想される。

　4.連結グループ内における資産の譲渡についても中古資産取得として扱うか？

　次に、連結グループ内において減価償却資産の譲渡が行われた場合、取得側は中古資産として扱い、耐用年数の算定方法も中古資産取得の場合の特例を使うことができるかが問題となる。これも例をあげて考えてみたい。親会社が、100,000千円の機械（耐用年数20年、定率法償却率0.109）、1年目償却費10,900千円、2年目償却費9,712千円（2年目期末帳簿価額79,388千円）の資産を、子会社に3年目期首に79,388千円で譲渡した。子会社は3年目において減価償却費（耐用年数10年、定率法償却率0.206）を計上する。この場合の耐用年数は、中古資産の取得として残存耐用年数を見積計上した結果である。償却額は、16,354千円である。この結果、帳簿価額と譲渡価額の差額もない為、譲渡損益の繰り延べは行われず、親会社にて3年目も保有しつづけた場合の償却費は8,653千円である為、7,701千円の差額が生じる。この手法が容認されるならば、2.の例と同じように連結グループ内における節税を図ることが可能となる。従って、租税回避行為を防ぐ為、連結グループ内における減価償却資産の譲渡に関しては、中古資産を取得した場合の耐用年数の特例は適用除外になると思われる。

　5　税理士に与える影響

　われわれ実務家にとって、連結グループ内における減価償却資産の譲渡が行われた場合の取扱いは、相当な事務負担が増加するものと思われる。問題の1にあるように、内部取引における譲渡損益の繰延べが発生した場合の各期減価償却費の計上及び繰延べをした譲渡損益の調整は、多大な事務負担である。簡便法がどのようなものか不明であるが、いずれにしても管理、計算は個別申告のそれ以上に煩雑、膨大になることが予測される。

　第7節　　圧縮記帳

　1  趣旨・目的

　法人税法における圧縮記帳の趣旨は、国庫補助金等の受贈益、保険差益、交換、収用

等、特定の買換え等により生じた譲渡資産の時価と帳簿価額との差額の譲渡益等は原則

として課税所得を構成するが、一時に課税することは政策目的及び担税力を考慮すれば

適当ではないので、取得資産の取得価額を圧縮することにより課税の繰延べを行うこと

である。

　2  制度の内容

連結納税制度においても、資産の圧縮記帳については、確定した決算における損金経

理又は利益処分による経理が前提となっているから、連結グループ内の法人ごとに行うこととなっている。また、P.6において述べたように、連結グループ内において資産の譲渡が行われた場合の譲渡損益の繰延べと圧縮記帳とが重複する場合の取扱いについては、まず圧縮記帳を適用し、圧縮損を控除した残額について連結グループ内の法人間の取引に係る取扱いを適用する。このことについて、平成14年7月24日における税制調査会で、「連結グループ内で資産の譲渡等が行われた場合には、基本的には、内部取引としてその利益・損失を繰延べることとなる。連結グループ間の資産等取引について圧縮記帳を行う場合には、先行してその利益の繰延べを行い、その後その資産の連結グループ外への譲渡が行われて利益が計上されるときに圧縮記帳を行うという考え方もあるが、圧縮記帳を行う為の管理を長期間に渡って継続しなければならないこと等の問題があることから、納税者の事務負担にも配慮し、まず圧縮記帳を行うこととすることが適当ではないか。」と述べている。（9

3.　問題点

連結グループ内での資産等取引について圧縮記帳を行う場合には、まず、その譲渡損益の繰延べを行い、その後当該資産がグループ外へ譲渡された時点で利益が計上されるとき圧縮記帳を行うのが本来であるが、事務負担の増大から、圧縮記帳の後繰延べ処理となっている。この点については事務負担の増大が懸念されていたが、税制改正大綱により実務を重視したことにより問題は解決されたといえよう。

4　税理士への影響

連結納税のもとにおける圧縮記帳については、個別申告と同様に扱うことを前提として、その後に譲渡損益の繰延べを行うといった特有の処理にはなる。ただ、圧縮記帳の適用要件等については従来どおりの条文が適用されることが予想されることから、適用の有無についての最善の注意を払うことにより対処することができると思われる。

9）連結納税の実務・山本守之著・税務経理協会（P138－139）
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